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精神科救急医療体制整備事業の実施について 

 

 

時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 さて、精神科救急医療体制整備事業につきましては、「精神科救急医療体制

整備事業実施要綱」（以下「実施要綱」という。）により実施されているところ

です。 

今般、平成２６年度予算執行調査の結果を受け、本事業における一部補助メ

ニューを廃止すること等に伴い、別添のとおり、実施要綱の一部が改正され、

平成２７年４月１日から適用されることから、厚生労働省社会・援護局障害保

健福祉部長より、各都道府県知事等宛に通知が出され、本会に対しても周知、

協力方依頼がありました。 

 つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知いただき、貴会管

下郡市区医師会、及び関係医療機関への周知、協力方よろしくご高配のほどお

願い申し上げます。 

 



公益社団法人日本医師会

会長横倉義武殿

標記にっいて、別添のとおり都道府県知事及び指定都市市長あてに通知しましたので、

御了知いただくとともに、関係機関及び関係団体等に対する周知等、事業にご協力賜るよ

うよろしくお願いいたします。

障発0424第9号

平成27年4月24日

精神科救急医療体制整備事業の実施について
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精神科救急医療体制整備事業実施要綱の一部改正について

精神科救急医療体制整備事業については、平成20年5月26日付け障発第0526

001号当職通知の別紙「精神科救急医療体制整備事業実施要綱」(以下「実施要綱」

という。)により実施しているところであるが、平成26年度予算執行調査の結果を受

け、本事業における一部補助メニューを廃止すること等に伴い、別添新旧対照表のとお

り実施要綱の一部を改正し、平成27年4月1日から適用することとしたので通知する。
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(別添)
0 精神科救急医療体制整備事業の実施にっいて(平成20年5月26日障第0526001号厚生労働省社会.援護局障生保健福祉部長通知)
【新旧対照表】

(変更点は下線部)
改 後正 現 行

障発第0526001号
平成20年5月26日

一部改正障発第0507001号
平成21年5月7日

一部改正障発0330第20号
平成22年3月3 0日

一部改正障発 0 4 2 5 第 2号
平成23年4月2 5日

一部改正障発 0 3 2 9 第 2方
平成24年3月2 9日

一部改正障発0 33 1第 19号
平成26年3月31日

(略)

別紙

精神科救急医療体制整備事業の実施について

1~2

各

一部改正

一部改正

一部改正

一部改正

一部改正

一部改正

都道府県知事

指定都市市長

障発第052600
平成20年5月2
障発第050700
平成 2 月5

障発 0 3 3 0 2
平成22年3月3
障発0425
平成23年4月
障発0329
平成24年3月
障発 0 3 3 1
平成26年3月
障発 4 2 4
平 27年4月

殿

(略)

別紙

精神科救急医療体制整備事業の実施について

1~2

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長

精神科救急医療体制整備事業実施要綱

3

(略)

事業内容

精神科救急医療体制整備事業実施要綱

3

(略)

事業内容

各
都道府県知事

指定都市市長
殿

号
日
号
日
号
日
号
日
号
日
号
日
号
日

1
6
1
7
0
0
2
5
2
9
9
1
8
4

2
第
2
1
3
 
2



(略)

(1)精神科救急医療体制連絡調整委員会
精神科救急医療体制の円滑な運営を図るための精神科救急医療体制
連絡調整委員会を必ず設けること。この委員会は、都道府県、指定都
市、医師会、精神科病院協会、精1申神経科診療所翻会、消防稜関、
般救急医療関等の関係者によって行われるものである。
なお、この委員会は、医療計画等に基づく救急医療対策における関
係機関による連絡会議等との間で、精神障害者等の移送の実施体制や
身体斗と精神科との'イ御のを含め、十分な連携及ぴ調整を図
ること。
また正な受診に関する周知及び事業の評価・証を行い、神
科救急医療体制機能のを図ること

(2)精神医療相談事業
ア 24時間精神医療相談窓口
都道府県等は、特に休日、夜間における精神障害者及び家族等か
らの相談に対応するため、地域の実情に合わせて、精神保健福祉セ
ンター、精神科救急情報センター、医療機関等に精神医療相談窓口
の機能を設けるものとする。
精神医療相談窓口においては、精神障害者の疾病の重篤化を軽減
する観点から、精神障害者等の症状の緩和が図れるよう適切に対応
するとともに、必要に応じて医療機関の紹介や受診指'を行うもの
とする。
なお、当該窓口の整備に当たっては、既に整備されている相談窓
口等の連携により、地域において24時間の相談体制が確保される
ことを妨げるものではない。

イ相談体制
相談窓口は、原則24時間365日体制をとることとし、休日、

2 医療'に系る研修会'事
精神疾慮しながら身体△イ症を併発している慮者',神疾患
び身体合併症それぞれについて入完治療が必要な程度の患者以下
「身体合并症患者というについて精神科療機と一般医療
との"で患者、召介診療支 ウ等を円滑に行うため精神
科と科の両方の係者が参加する会の開や共有の取組
、事例討会等の従事者の研修会等を実施し、身体科と精神科の連
を推進する。

(3)精神医療相談事業
ア 24時間精神医療相談窓口
都道府県等は、特に休日、夜間における精神障害者及び家族等か
らの相談に対応するため、地域の実情に合わせて、精神保健福祉セ
ンター、精神科救急情報センター、医療機関等に精神医療相談窓口
の機能を設けるものとする。
精神医療相談窓口においては、精神障害者の疾病の重篤化を軽減
する観点から、精神障害者等の症状の緩和が図れるよう適切に対応
するとともに、必要に応じて医療機関の紹介や受診指導を行うもの
とする。
なお、当該窓口の整備に当たっては、既に整備されている相談窓
口等の連携により、地域において24時問の相談体制が確保される
ことを妨げるものではない。

イ相談体制
相談窓口は、原則24時間365日体制をとることとし、休日、

(略)

(1)精神科救急医療体制連絡調整委員会
精神科救急医療体制の円滑な運営を図るための精神科救急医療体制
連絡調整委員会を設けること。この委員会は、都道府県、指定都市、
医師会、精神科病院協会、精神神経科診療所協会、消防機関等の関係
者によって行われるものである。
なお、この委員会は、医療計画等に基づく救急医療対策における関
係機関による連絡会議等との間で、精神障害者等の移送の実施体制を
含め、十分な連携及び調整を図ること。



夜間は確実に対応できるものとする。
相談窓口には、神科の臨床験を有する;職精神保健福
祉士、その他当該地域の精神保健福祉対策に精通した者を置くもの
とする。また、精神医療相談に、迅速かつ適切に対応できるような
体制(精神科医のオンコール等による。)を整えるものとする。

ウ精神医療相談窓口の周知
相談窓口は、管内の行政機関や医療機関等を通じて広報するもの
とし、内科、小児科等の休日・夜間診療案内等と併せて行うなど、
精神障害者及ぴ家族等が十分に活用できるよう効果的な周知に努め
るものとする。

()精神科救急情報センター
身体疾患を合併している者も含め、緊急な医療を必要とする精神障
害者等の搬送先となる医療機関との円滑な連絡調整機能等を、「精神
科救急情報センター」として精神保健福祉センター、医療機関など精
神科救急医療体制の中核となる機関等に原則24時間365日対応で
きるよう整備(ただし、時間帯により固定の担当機関を置き、適切に
情報を引き継ぐ体制を整備することも可とする。)するものとする。
なお、当該センターには、以下の機能を的確に実施するため、精
科の臨床験をする, 精神保健福祉士、その他当該地
精神保健福祉対策に精通した者を置くものとする。

ア搬送先医療機関の紹介、一般救急システムとの連絡調整
一般の救急情報センターや救急医療機関、消防機関等からの要請
に対し、精神障害者等の状態に応じて外来受診又は入院可能な医療
機関を紹介する。

イ移送の実施のための連絡調整
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和25年法律第123号
。以下「法」という。)に基づく移送の適正かつ円滑な実施につい
て、保健所等を支援するために医療機関等との連絡調整を行う。

ウ精神科救急情報センターの周知
精神科救急情報センターの機能が適切に発揮されるよう、救急医
療機関及ぴ消防機関等への周知を行う。

夜間は確実に対応できるものとする。
相談窓口には、相当程度の精神斗診療経験をする医師精神保
健福祉士笠の精神保健福祉施策に精通した者を置くものとする。た
だし師を常時ι・することが困な場合においては、師以外
の談窓口に従事する者が角けた精神医療相談に、迅速かっ適切に
対応できるような体制(精神科医のオンコール等による。)を整え
るものとする。

ウ精神医療相談窓口の周知
相談窓口は、管内の行政機関や医療機関等を通じて広報するもの
とし、内科、小児科等の休日・夜間診療案内等と併せて行うなど、
精神障害者及び家族等が十分に活用できるよう効果的な周知に努め
るものとする。

(4)精神科救急情報センター
身体疾患を合併している者も含め、緊急な医療を必要とする精神障
害者等の搬送先となる医療機関との円滑な連絡調整機能等を、「精神
科救急情報センター」として公立病院、精神保健福祉センター、 保

画など精神科救急医療体制の中核となる機関等に原則24時間3 65
日対応できるよう整備(ただし、時間帯により固定の担当機関を置き
、適切に情報を引き継ぐ体制を整備することも可とする。)するもの
とする。
なお、当該センターには、以下の機能を的確に実施するため、精神
保健福祉士笠の精神保健福祉施策に精通した者を置くものとする。

ア搬送先医療機関の紹介、一般救急システムとの連絡調整
一般の救急情報センターや救急医療機関、消防機関等からの要請
に対し、精神障害者等の状態に応じて外来受診又は入院可能な医療
機関を紹介する。

イ移送の実施のための連絡調整
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和25年法律第123号
。以下 W却という。)に基づく移送の適正かつ円滑な実施につい
て、保健所等を支援するために医療機関等との連絡調整を行う。

ウ精神科救急情報センターの周知
精神科救急情報センターの機能が適釖に発揮されるよう、救急医
療機関及び消防機関等への周知を行う。



(4)搬送体制

法第34条に関する搬送体制の整備を図るとともに、消防機関、精
神科救急医療施設等の協力を得ながら、患者を速やかに搬送すること
が可能な体制を整備するものとする。

(旦)精神科救急医療確保事業
緊急な医療を必要とする全ての精神障害者等に対し医療の提供がで
きる体御K精神保健指定医のオンコール等による。、)を整えるものとし
、入院を必要とする場合には入院させるととができるよう空床を確保
することとする。
都道府県知事又は指定都市市長は、地域の実情に応じて本事業が実
施可能な医療機関の中から、精神科救急医療施設として指定し実施す
ることとする。
なお、法第33条の7の規定により都道府県知事又は指定都市市長
が指定した応急入院指定病院については、本事業の趣旨に鑑み原則と
して精神科救急医療施設として指定を行い、本事業に積極的に参画さ
せることとする。
さらに、精神科救急医療圏域(以下「圏域」という。)において外
来診療による初期精神科救急患者への対応を行うための体制が充分で
はない場合においては、外来対応施設を設置することが望ましい。

ア精神科救急医療施設
都道府県が設定した圏域ごとに以下のような類型による精神科救
急医療施設を確保すること等により、 24時間365日、緊急な医
療を必要とする精神障害者等に精神科救急医療を提供できる体制を
整備すること。

(ア)病院群輪番型
各精神科救急医療圏域で、複数病院の輪番制により医師・看護
師を常時配置(診療所を始めとした当該医療機関以外の医師が診
療に一時的に協力することも含むものとする。)し、受入れ態勢を
整備した病院を病院群輪番型施設として指定を行うものとする。
また、 1床以上の空床を確保するとともに、診療応需の体制を整
えていること。
なお、保護室、診察室、面会室(ただし、場合により診察室と
兼用とすることができる、。)及び処置室(酸素吸入装置、吸引装
置等身体的医療に必要な機器を設置しているものに限る。)を有
していることを要件とする。

(イ)常時対応型

(5)搬送体制

法第34条に関する搬送体制の整備を図るとともに、消防機関、精
神科救急医療施設等の協力を得ながら、患者を速やかに搬送すること
が可能な体制を整備するものとする。

(旦)精神科救急医療確保事業
緊急な医療を必要とする全ての精神障害者等に対し医療の提供がで
きる体制(精神保健指定医のオンコール等による。)を整えるものとし
、入院を必要とする場合には入院させるととができるよう空床を確保
することとする。
都道府県知事又は指定都市市長は、地域の実情に応じて本事業が実
施可能な医療機関の中から、精神科救急医療施設として指定し実施す
ることとする。
なお、法第33条の7の規定により都道府県知事又は指定都市市長
が指定した応急入院指定病院については、本事業の趣旨に鑑み原則と
して精神科救急医療施設として指定を行い、本事業に積極的に参画さ
せることとする。
さらに、精神科救急医療圏域(以下「圏域」という。)において外
来診療による初期精神科救急患者への対応を行うための体制が充分で
はない場合においては、外来対応施設を設置することが望ましい。

ア精神科救急医療施設
都道府県が設定した圏域ごとに以下のような類型による精神科救
急医療施設を確保すること等により、 24時間365日、緊急な医
療を必要とする精神障害者等に精神科救急医療を提供できる体制を
整備するとと。

(ア)病院群輪番型
各精神科救急医療圏域で、複数病院の輪番制により医師・看護
師を常時配置(診療所を始めとした当該医療機関以外の医師が診
療に一時的に協力することも含むものとする。)し、受入れ態勢を
整備した病院を病院群輪番型施設として指定を行うものとする。
また、 1床以上の空床を確保するとともに、診療応需の体制を整
えていること。
なお、保護室、診察室、面会室(ただし、場合により診察室と
兼用とすることができる。)及び処置室(酸素吸入装置、吸引装
置,等身体的医療に必要な機器を設置しているものに限る。)を有
していることを要件とする。

(イ)常時対応型



するものとする。

イ外来対応施設

外来対応施設においては、外来診療によって初期精神科救急患者
の医療対応ができる体制を整えるものとする。診療所にあっては、
精神病床を有する医療機関との連携により体制確保を図るものとす
る。

なお、外来対応施設のうち、夜間、休日、全時間帯を同一の医療
機関において、対応する体制を整えている場合は、「常時型外来対
応施設」として指定するものとする。
また、精神医療相談窓口と連携するとともに、精神障害者及び家
族が十分活用できるよう、管内の行政機関や医療機関を通じて広報
するものとする。

()身体合併症救急医療確保事業
精神疾患を有しながら、身体合併症患者に対し医療を提供できる体
制を有する医療機関を指定するものとする。(少なくとも2つの圏域

24時間365日、同一の医療機関において、重スの症状を呈
する精神科急性期患者を中心に対応するため、医師・看護師を常
時配置(診療所を始めとした当該医療機関以外の医師が診療にー
時的に協力することも含むものとする。)し、受入れ体制を整備
した病院を常時対応型施設として指定を行うものとする。ただし
、診療報酬において、「精神科救急入院料」又は「精神科救急.
合併症入院料」の算定を行っていること(同一都道府県等に前述
の入院料を算定する病院が存在しない場合にあっては、当該入院
料の算定を計画しており、当該都道府県等が地域の中核的なセン
ター機能を持つ精神科救急医療施設であると認めた場合に限り、
暫定的に認めることができる。)。また、 2床以上の空床を確葆
するとともに、診療応需の体制を整えていることを要件とする。
なお、保護室、診察室、面会室(ただし、場合により診察室と
兼用とすることができる。)及ぴ処置室(酸素吸入装置、吸引装
置等身体的医療に必要な機器を設置しているものに限る。)を有
するものとする。

イ外来対応施設
外来対応施設においては、外来診療によって初期精神科救急患者
の医療対応ができる体制を整えるものとする。診療所にあっては、
精神病床を有する医療機関との連携により体制確保を図るものとす
る。

なお、外来対応施設のうち、夜間、休日、全時問帯を同一の医療
機関において、対応する体制を整えている場合は、「常時型外来対
応施設」として指定するものとする。
また、精神医療相談窓口と連携するとともに、精神障害者及ぴ家
族が十分活用できるよう、管内の行政機関や医療機関を通じて広報
するものとする。

()身体合併症救急医療確保事業
精神疾患を有しながら、身体合併症患者に対し医療を提供できる体
制を有する医療機関を指定する。(少なくとも2つの圏域に1か
所整備するよう努めること。)
また、本事業については、複数病院を指定し、輪番制で対応すると
ともできるものとする。

に1か所整備するよう努めること。)
また、本事業については、複数病院を指定し、
ともできるものとする。
当該施設における 1厶療後の串者について
并症の1厶を庁、 への一6にソたっては

センターを活用し、後方搬送のための整能を強
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救命救急センター又はこれに準ずる医機関('切な人員・設備
等を備え内科、外科、整形外科等を含む救急医療の体制を有すると
都道府県が認める医療機関に限る。)であって、精神科医師による
診療体制を有し、救急の身体合併症患者の受入れ及び入院治療が可
能な病院を身体合併症対応施設として指定するものとする。
また、原則として2床以上の空床を確保するとともに、診療応需
の体制を整えてぃること。(一般病床、精神病床の別を問わない。
オンコール等による対応tでも可とする。)゜
なお、診察室、面会室(ただし、場合により診察室と兼用とする
ことができる。)及び処置室(酸素吸入装置、吸引装置等身体的医
療に必要な機器を設置しているものに限る。)を有してぃることを
要件とする。(診療報酬において、「精神科救急・合併症入院料」
の算定を行っている医療機関にっいては、積極的に指定すること。

イ地域搬送受入対応施設
消防法(昭和23年法律第186号。)による傷病者の搬送及び受入れ
の実施に関する基準(以下「搬送実施基準」という。)に基づいて
、身体合併症患者を積極的に受入れる病院を、地域搬送受入対応施
設として指定を行うものとする。(搬送実施基準に当該医療機関が
身体合併症患者を幅広く受入れることが明記され、搬送実施基準に
基づいて搬送される身体合併症患者については、必ず受入れるとと
を原則とする。)
なお、当該施設は、原則として24時間365日、同一の医療機
関において受入れ体制を整備することが望ましいが、搬送実施基準
に基づいている場合は、病院群輪番制による体制整備も可能とする
。また、アの身体合併症対応施設を、さらに当該施設として指定す
ることは差し支えない。

救,救命センター又はこれに準ずる医機関適切な人員.設備
等を備え内科、外科、整形外科等を含む救急医療の体制を有すると
都道府県が認める医療機関に限る。)であって、精神科医師による
診療体制を有し、救急の身体合併症患者の受入れ及ぴ入院治療が可
能な病院を身体合併症対応施設として指定するものとする。
また、原則として2床以上の空床を確保するとともに、診療応需
の体制を整えていること。(一般病床、精神病床の別を問わない。
オンコール等による対応でも可とする。)
なお、診察室、面会室(ただし、場合により診察室と兼用とする
ことができる。)及び処置室(酸素吸入装置、吸引装置等身体的医
療に必要な機器を設置しているものに限る。)を有してぃることを
要件とする。(診療報酬において、「精神科救急・合併症入院料」
の算定を行っている医療機関については、積極的に指定すること。

イ地域搬送受入対応施設
消防法(昭和23年法律第186号。)による傷病者の搬送及び受入れ
の実施に関する基準(以下「搬送実施基準」という。)に基づいて
、身体合併症患者を積極的に受入れる病院を、地域搬送受入対応施
設として指定を行うものとする。(搬送実施基準に当該医療機関が
身体合併症患者を幅広く受入れることが明記され、搬送実施基準に
基づいて搬送される身体合併症患者にっいては、必ず受入れるとと
を原則とする。)
なお、当該施設は、原則として24時間365日、同一の医療機
関において受入れ体制を整備することが望ましいが、搬送実施基準
に基づいている場合は、病院群輪番制による体制整備も可能とする
。また、アの身体合併症対応施設を、さらに当該施設として指定す
ることは差し支えない。

ウ身体△并症等後方搬',整事
において当該,,におけるネ治療後の患ア又はイの医

者について神疾患又は身体合并症等の1厶療を行う医療関への
転院のための'の精神保健福祉士,師等を配し、後方搬送
のための調整機能を強化する身体合併症等後方搬送、整事業を実施
するものとする。

8)ミクロ救急体御保事業
(6)ア(アの病完'型施設として指定を丸けている医療
関で、当番日以外の夜鳥においても 1、、して診療している自院の趨
者について、精神医療相談窓口や精神矛救急情報センターと連し、
神科救急医療体制に力できる体柳(精神保健指定医のオンコール



()支援病院の確保
本事業の円滑な運営を図るため、精神科救急医療を終了した者にっ
いては転院させることができるよう、必要に応じ支援病院を指定する
などその確保に努めること。
なお、転院先となる医療機関において要する経費にっいては、国庫
補助の対象とならない。

4 報告

都道府県等により指定された精神科救急医療施設等は、月単位で都
道府県等に別紙様式1により報告することとする。また、都道府県等
は、報告内容に基づき各医療機関の稼働状況を把握するとともに、別
紙様式2及ぴ3を用いて、精神科救急医療体制連絡調整委員会などに
対して適宜提示すること。なお、各都道府県等は、翌年度4月末まで
に、都道府県等における精神科救急医療体制の年報を牙1採氏様式4~フ
を用いて状況を厚生労働省に報告すること。

5 経費の負担
都道府県等がこの実施要綱に基づき実施する事業に要する経費にっ
いては、厚生労働大臣が別に定める「精神保健費等国庫負担(補助)交
付要綱」(以下「交付要綱」という。)に基づいて、予算の範囲内で
国庫補助を行うものとする。
なお、管内に指定都市のある道府県と当該市が共同で本事業を実施
する場合は、道府県と指定都市における経費の負担を明確にし、交付
要綱に基づいて個別に補助を受けるものとする。

による)を整すること

なお、精神医、相談窓口や精斗救急f 報センターとの具的な連
方法については精神邪救急医療制連絡整委会等を通じてあら
かじめ・整しておくこととする

(旦)支援病院の確保
本事業の円滑な運営を図るため、精神科救急医療を終了した者にっ
いては転院させることができるよう、必要に応じ支援病院を指定する
などその確保に努めること。
なお、転院先となる医療機関において要する経費にっいては、国庫
補助の対象とならない。

4 報告
都道府県等により指定された精神科救急医療施設等は、月単位で都
道府県等に別紙様式1により報告することとする。また、都道府県等
は、報告内容に基づき各医療機関の稼働状況を把握するとともに、別
紙様式2及び3を用いて、精神科救急医療体制連絡調整委員会などに
対して適宜提示すること。なお、各都道府県等は、翌年度4月末まで
に、都道府県等における精神科救急医療体制の年報を別紙様式4及び
旦を用いて状況を厚生労働省に報告すること。

経費の負担
都道府県等がこの実施要に基づき実施する事業に要する経費にっ
いては、厚生労働大臣が別に定める「精神保健費等国庫負担(補助)交
付要綱」(以下「交付要綱」という。)に基づいて、予算の範囲内で
国庫補助を行うものとする。
なお、管内に指定都市のある道府県と当該市が共同で本事業を実施
する場合は、道府県と指定都市における経費の負担を明確にし、交付
要綱に基づいて個別に補助を受けるものとする。

別紙様式1~フ
※別紙様式の内容について変更する。

別紙様式1~5



別紙

1 目的

精神科救急医療体制整備事業(以下「事業」という。)は、緊急な医療を必要とす

る全ての精神障害者等が、迅速かつ適正な医療を受けられるように、都道府県又は指

定都市(以下「都道府県等」という。)が、精神科救急医療体制を確保することを目

的とする。

精神科救急医療体制については、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和

25年法律第123号)が一部改正され、精神保健指定医の精神科救急医療体制の確

保に対する協力義務が規定されるとともに、都道府県に対しては精神科救急医療体制

整備の努力義務が規定され、平成24年4月1日から施行されたところである。

そのため、都道府県等は、精神医療相談、精神科救急情報センター、搬送体制、精

神科救急医療、身体合併症救急医療等を地域で確保できるように本事業を用いて整備

を行うものとする。なお、体制整備に当たっては、精神科救急医療体制連絡調整委員

会の意見を聞くこと等により、地域の実情に十分配慮するものとする。

精神科救急医療体制整備事業実施要綱

2 事業の実施主体

本事業の実施主体は、都道府県等とする。ただし、事業の内容に応じて、その一部

を都道府県等が適当と認める団体に委託できるものとする。

なお、管内に指定都市のある道府県においては、当該市と有機的連携をもって本事

業の実施に努めるものとする。

3 事業の内容

本事業は、一般の救急医療体制の中で実施することを原則とするが、精神科医療施

設の分布状況等を勘案し、地域の実情に応じて実施できることとし、概ね以下の内容

を有する精神科救急医療体制を構築するものとする。

また、医療計画等における救急医療の確保に関する事業に係る医療連携体制として、

一般の救急医療機関や精神科以外の診療科を有する医療機関との連携を図るものとす

る。

(1)精神科救急医療体制連絡調整委員会

精神科救急医療体制の円滑な運営を図るための精神科救急医療体制連絡調整委員会

を必ず設けること。この委員会は、都道府県、指定都市、医師会、精神科病院協会、

精神神経科診療所協会、消防機関、一般救急医療機関等の関係者によって行われるも

のである。

なお、この委員会は、医療計画等に基づく救急医療対策における関係機関による連

絡会議等との間で、精神障害者等の移送の実施体制や身体科と精神科との連携体制の

、1



構築を含め、十分な連携及び調整を図ること。

また、適正な受診に関する周知及び事業の評価

機能の整備を図るとと。

(2)精神医療相談事業

ア 24時間精神医療相談窓口

都道府県等は、特に休日、夜間における精神障害者及び家族等からの相談に対応

するため、地域の実情に合わせて、精神保健福祉センター、精神科救急情報センタ

ー、医療機関等に精神医療相談窓口の機能を設けるものとする。、

精神医療相談窓口においては、精神障害者の疾病の重篤化を軽減する観点から、

精神障害者等の症状の緩和が図れるよう適切に対応するとともに、必要に応じて医

療機関の紹介や受診指導を行うものとする。

なお、当該窓口の整備に当たっては、既に整備されている相談窓口等の連携によ

り、地域において24時間の相談体制が確保されることを妨げるものではない。

、 2 、

イ相談体制

相談窓口は、原則24時間365日体制をとることとし、休日、夜間は確実に対

応できるものとする。

相談窓口には、精神科の臨床経験を有する看護職員、精神保健福祉士、その他当

該地域の精神保健福祉対策に精通した者を置く_ものとする。また、精神医療相談に、

迅速かつ適切に対応できるような体制(精神科医のオンコール等による。)を整え

るものとする。

検証を行い、精神科救急医療体制

ウ精神医療相談窓口の周知

相談窓口は、管内の行政機関や医療機関等を通じて広報するものとし、内科、小

児科等の休日・夜間診療案内等と併せて行うなど、精神障害者及び家族等が十分に

活用できるよう効果的な周知に努めるものとする。

(3)精神科救急情報センター

身体疾患を合併している者も含め、緊急な医療を必要とする精神障害者等の搬送

先となる医療機関との円滑な連絡調整機能等を、「精神科救急情報センター」とし

て精神保健福祉センター、医療機関など精神科救急医療体制の中核となる機関等に

原則24時間365日対応できるよう整備(ただし、時間帯により固定の担当機関

を置き、適切に情報を引き継ぐ体制を整備することも可とする。)するものとする。

なお、当該センターには、以下の機能を的確に実施するため、精神科の臨床経験

を有する看護職員、精神保健福祉士、その他当該地域の精神保健福祉対策に精通し

た者を置くものとする。

ア搬送先医療機関の紹介、一般救急システムとの連絡調整

一般の救急情報センターや救急医療機関、消防機関等からの要請に対し、精神障



害者等の状態に応じて外来受診又は入院可能な医療機関を紹介する。

イ移送の実施のための連絡調整

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和25年法律第123号。以下 N却

という。)に基づく移送の適正かつ円滑な実施について、保健所等を支援するため

に医療機関等との連絡調整を行う。

ウ精神科救急情報センターの周知

精神科救急情報センターの機能が適切に発揮されるよう、救急医療機関及び消防

機関等への周知を行う。

(4)搬送体制

法第34条に関する搬送体制の整備を図るとともに、消防機関、精神科救急医療

施設等の協力を得ながら、患者を速やかに搬送することが可能な体制を整備するも

のとする。

(5)精神科救急医療確保事業

緊急な医療を必要とする全ての精神障害者等に対し医療の提供ができる体制(精

神保健指定医のオンコール等による。)を整えるものとし、入院を必要とする場合

には入院、させることができるよう空床を確保することとする。

都道府県知事又は指定都市市長は、地域の実情に応じて本事業が実施可能な医療

機関の中から、精神科救急医療施設として指定し実施することとする。

なお、法第33条の7の規定により都道府県知事又は指定都市市長が指定した応

急入院指定病院については、本事業の趣旨に鑑み原則として精神科救急医療施設と

して指定を行い、本事業に積極的に参画させることとする。

さらに、精神科救急医療圏域(以下「圏域」という。)において外来診療による

初期精神科救急患者への対応を行うための体制が充分ではない場合においては、外

来対応施設を設置することが望ましい。

ア精神科救急医療施設

都道府県が設定した圏域ごとに以下のような類型による精神科救急医療施設を

確保すること等により、 24時間365日、緊急な医療を必要とする精神障害者等

に精神科救急医療を提供できる体制を整備すること。

(ア)病院群輪番型

各精神科救急医療圏域で、複数病院の輪番制により医師・看護師を常時配置(診

療所を始めとした当該医療機関以外の医師が診療に一時的に協力することも含む

ものとする。)し、受入れ態勢を整備した病院を病院群輪番型施設として指定を行

うものとする。また、 1床以上の空床を確保するとともに、診療応需の体制を整

えていること。

・ 3 、



なお、保護室、診察室、面会室(ただし、場合により診察室と兼用とするとと

ができる。)及び処置室(酸素吸入装置、吸引装置等身体的医療に必要な機器を

設置しているものに限る。)を有していることを要件とする。

(イ)常時対応型

24時間365日、同一の医療機関において、重度の症状を呈する精神科急性

期患者を中心に対応するため、医師・看護師を常時配置(診療所を始めとした当

該医療機関以外の医師が診療に一時的に協力することも含むものとする。)し、

受入れ体制を整備した病院を常時対応型施設として指定を行うものとする。ただ

し、診療報酬において、「精神科救急入院料」又は「精神科救急・合併症入院料」

の算定を行っていること(同一都道府県等に前述の入院料を算定する病院が存在

しない場合にあっては、当該入院料の算定を計画しており、当該都道府県等が地

域の中核的なセンター機能を持つ精神科救急医療施設であると認めた場合に限

り、暫定的に認めることができる。)。また、 2床以上の空床を確保するととも

に、診療応需の体制を整えていることを要件とする。

なお、保護室、診察室、面会室(ただし、場合により診察室と兼用とすること

ができる。)及び処置室(酸素吸入装置、吸引装置等身体的医療に必要な機器を

設置しているものに限る。)を有するものとする。

イ外来対応施設

外来対応施設においては、外来診療によって初期精神科救急患者の医療対応がで

きる体制を整えるものとする。診療所にあっては、精神病床を有する医療機関との

連携により体制確保を図るものとする。

なお、外来対応施設のうち、夜間、休日、全時間帯を同一の医療機関において、

対応する体制を整えている場合は、「常時型外来対応施設」として指定するものと

する。

また、精神医療相談窓口と連携するとともに、精神障害者及び家族が十分活用で

きるよう、管内の行政機関や医療機関を通じて広報するものとする。

(6)身体合併症救急医療確保事業

精神疾患を有しながら、身体合併症患者に対し医療を提供できる体制を有する医

療機関を指定するものとする。(少なくとも2つの圏域に1か所整備するよう努め

ること。)

また、本事業については、複数病院を指定し、輪番制で対応することもできるもの

とする。

当該施設における初期治療後の患者について、精神疾患又は身体合併症等の治療を

行う医療機関への転院に当たっては、精神科救急情報センターを活用し、後方搬送

のための調整機能を強化する。

ア 身体合併症対応施設

、 4 、



救命救急センター又はこれに準ずる医療機関(適切な人員・設備等を備え内科、

外科、整形外科等を含む救急医療の体制を有すると都道府県が認める医療機関に限

る。)であって、精神科医師による診療体制を有し、救急の身体合併症患者の受入

れ及び入院治療が可能な病院を身体合併症対応施設として指定するものとする。

また、原則として2床以上の空床を確保するとともに、診療応需の体制を整えて

いること。(一般病床、精神病床の別を問わない。オンコール等による対応でも可

とする。)

なお、診察室、面会室(ただし、場合により診察室と兼用とすることができる。)

及び処置室(酸素吸入装置、吸引装置等身体的医療に必要な機器を設置しているも

のに限る。)を有していることを要件とする。(診療報酬において、「精神科救急

・合併症入院料」の算定を行っている医療機関については、積極的に指定すること。

イ地域搬送受入対応施設

消防法(昭和23年法律第186号。)による傷病者の搬送及び受入れの実施に関す

る基準(以下「搬送実施基準」という。)に基づいて、身体合併症患者を積極的に

受入れる病院を、地域搬送受入対応施設として指定を行うものとする。(搬送実施

基準に当該医療機関が身体合併症患者を幅広く受入れることが明記され、搬送実施

基準に基づいて搬送される身体合併症患者については、必ず受入れることを原則と

する。)

なお、当該施設は、原則として24時間365日、同一の医療機関において受入

れ体制を整備するととが望ましいが、搬送実施基準に基づいている場合は、病院群

輪番制による体制整備も可能とする。また、アの身体合併症対応施設を、さらに当

該施設として指定することは差し支えない。

(フ)支援病院の確保

本事業の円滑な運営を図るため、精神科救急医療を終了した者については転院させ

ることができるよう、必要に応じ支援病院を指定するなどその確保に努めること。

なお、転院先となる医療機関において要する経費については、国庫補助の対象とな

らなし、。

4 報告

都道府県等により指定された精神科救急医療施設等は、月単位で都道府県等に別紙

様式1により報告することとする。また、都道府県等は、報告内容に基づき各医療機

関の稼働状況を把握するとともに、男1採氏様式2及び3を用いて、精神科救急医療体制

連絡調整委員会などに対して適宜提示すること。なお、各都道府県等は、翌年度4月

末までに、都道府県等における精神科救急医療体制の年報を呂嚇氏様式4~7を用いて

状況を厚生労働省に報告すること。

5 経費の負担

都道府県等がこの実施要綱に基づき実施する事業に要する経費については、厚生労

・ 5 、



働大臣が別に定める「精神保健費等国庫負担(補助)交付要ホ剛(以下「交付要ホ剛と

いう。)に基づいて、予算の範囲内で国庫補助を行うものとする。

なお、管内に指定都市のある道府県と当該市が共同で本事業を実施する場合は、道

府県と指定都市における経費の負担を明確にし、交付要綱に基づいて個別に補助を受

けるものとする。

呂1絲氏様式1~フ

、 6 、



救急当番日
(該当する日に
0を記載してく
ださい。)

受診件数

合計
(平日の:
昼間 1

含む)

1日

2日

r-ーーー'ーー'r-ーーーーーー

目

3日

4日

5日

精神科救急医療体制整備事業施設月報(____生_^)

医療施設名(

6日

合計
(平日の:
昼問

含む)

7日

8日

うち
夜間
入院
件数

9日

10日

11日

12日

受診者のうち入院した者(通院中の患者か否かを問わず)

(入院形式)

13日

14日

15日

16日

17日

18日

19日

20日

うち (入院形式)
休日の'..、.、、.、..、、.、、、"、,,、,,、、,,、...、、、,、,.
昼問 うち うち うち

':.うち
入院 心'い:ご::その他
件数

21日

22日

うち:うち:うち:うち、.うち
緊急:措置:応急:医療:任意
措置:入院:入院:保護:入院

23日

別紙様式1

24日

0

25日

26日

0

27日

0

28日

29日

0

30日

0

31日

合計

*合計欄には、平日昼間の実績も合算して該当欄に件数を記入して下さい。

*「精神科緊急医療事業(措置入院の当番制など)」が別立てで運用されている場合は、件数を合算して該当欄にデータを記入して下さい。
、

*当番日以外にも本事業を支援したケースがあれぱ、'該当欄に件数を記入して下さい。

*外来対応施設については、受診件数のみ記載してください。

)、もしくはファイルを添付した電子メール(*毎月( ex.第2週末)までに、前月分のデータをFAX(
にて、(都道府県等の担当課)へ提出願います。
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圏域(地区)名

病院名

<輪番型>

2

当番

日数
(当番日
の合計)

,ノ

00病院

省

<常時対応型>

合計
(平日の昼間:
含む)

目

3

受診件数

小計

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

4

00病院

精神科救急医療体制整備事業圏域別月報(

<身体合併症対応>

うち:うち
夜問:休日の昼問

5

小計

<輪番十身体合併症>

00病院

合計
(平日の昼問:
含む)

6

小計

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

入院形式

<常時+身体合併症>

うち

夜間
入院
件数

00病院

7

小計

^^^^^^^^^^^^^●^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

うちうち うち
:うち応急 任意医療
:その他入院 保護 入院.

00病院

*別紙様式1の施設月報(圏域内の精神科救急医療施設からの月報)を集計した圏域別の月報です。

*精神科救急医療圏域の圏域数分をコピー(もしくはエクセル上でワークシートをコピーして増設)のうぇ、」^で記入してください。

*常時救急を受け入れる常時対応施設の場合、当番日数(他の病院との重複もあります。)ほ当月の全日数を記入して下さい。

(当番日以外にも本事業を支援したケースがあれぱ、当番日数、受診件数等に含める。)

*施設の類型ごと(精神科救急医療施設(輪番型、常時対応型)、外来対応施設、身体合併症対応施設、地域搬送受入対応施設等)に分けて記入してください。同一病院において、複数の類型を指
定している場合は、その類型により記載してください。(伊1:精神科救急医療施設の輪番型であり、身体合併症対応施設でもある場合→「輪番+身体合併症」等。)

*圏域内の精神科救急医療施設数が10を超える場合は、本紙をコピー(もしくはエクセル上に行を追加)して記入願います。

小計

受診者のうち入院した者

^ーーーーー^ーーー』一ー,ーーーーーー^●●●一●』■^^.ーーー..ーーー.、

うち うち

任一:うち応急 医療
息.その他

入院 保護

・十

別紙様式2

入院形式
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圏域名

<輪番型>

000圏域

合計
(平日の昼間:

含む)

000圏域

省

受診件数

<常時対応型>

^ーーーーーーーーー.¥..ー..ー..ーー

うち
うち

休日の
夜間

昼間

目

小計

うち

応今

入院

000圏域

000圏域

<身体合併対応>

精神科救急医療体制整備事業全圏域月報(

小計

合計
(平日の昼間:

含む)

000圏域

入院形式

000圏域

うち
夜間
入院
件数

小計

*別紙様式2の圏域別月報を集計した都道府県等全域の月報です。

*圏域数が10を超える場合は、本紙をコピー(ないしエクセル上に行を追加)して記入願います。

・十

受診者のうち入院した者

うち

応急
入院

:うち
:その他

うち

医療
保護

:うち
:その他

うち
休日の
昼間
入院
件数

別紙様式3

入院形式
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月 合計
(平日の昼間:
含む)

4月

受診件数

うち
うち

休日の
夜間

昼間

5月

6月

.

うち

休日の
昼間
入院
件数

7月

8月

目

9月

合計
(平日の昼間:
含む)

10月

入院形式

精神科救急医療体制整備事業年報(______^)

11月

うち
夜間
入院
件数

12月

1月

うち
:うち応急
:その他入院

2月

3月

.

うちうち うち
応急 医療 任忌
入院 保護 入院

*別紙様式3の月報の合計値を記入する年報です。厚生労働省精神・障害保健課へ提出願います。
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月

4月

合計

相談受付件数

5月

電話

6月

本人

7月

家族・

その他

8月

9月

来所

本人

10月

緊急性はなく医療機関へ自らの受診
をすすめた件数

家族・

その他

11月

12月

合計

1月

2月

電話

本人

目

3月

家族・

その他

合計

*精神医療相談窓口への電話及ぴ来所相談件数、相談等に対応した内容別に件数を記入して下さい。

*同ーケースの複数回の相談は、毎回1件と数えて下さい。(その都度対応した内容別に件数を記入して下さい。)

*毎月( eX第2週末)までに、前月までのデータを累積的にFAX( )、もしくはファイルを添付した電子メール(
7月分のデータも記入し報告する。)

*年報として厚生労働省精神・障害保健課へ提出願います。

精神医療相談窓口事業年報(______^)

来所

本人

精神科救急、情報センターにつないだ
件数

家族・

その他

精神医療相談

合計 本人
家族・
その他

来所

本人
家族・

その他

相談のみの件数

合計 本人
家族・

その他

来所

本人

本来窓口で受けるべき相談内容でな
かうた件数

家族・
その他

別紙様式5

合計 本人
家族・
その他

来所

本人
家族・

その他

Xこて、(都道府県等の担当課)へ提出願います。(.X.8月分の報告であれぱ、4~

電話電話電話

J

/



月

精神医療相談窓口から
つながれたもの

:外来又は入

受けた件数,゜'

:介した件数

4月

5月

救急隊からの医療機関
紹介要請

6月

7月

:外来又は入

受けた件数,゜'

:介した件数

8月

一般救急の情報セン
ターからの医療機閥紹
介要請

9月

10月

11月

:外来又は入

受けた件数'゜よ

:介した件数

12月

1月

医療機関(精神科)から
医療機関(精神科以
外)紹介要請

2月

3月

目

:外来又は入

受けた件数,゜'

:介した件数

合計

*精神科救急情報センターへの要請等の件数及びその要請に対応した件数を記入して下さい。

*同ーケースの複数回の相談は、毎回1件と数えて下さい。(その都度対応した内容別に件数を記入して下さい。)

*毎月( ex.第2週末)までに、前月までのデータを累積的にFAX( )、もしくはファイルを添付した電子メール(
報告する。)

*年報として厚生労働省精神・障害保健課へ提出願います。

医療機関(精神科以
外)から医療機関(精神
科)紹介要請

精神科救急情報センター事業年報(______^)

精神科救急情報センター

受けた件数'゜よ
:外来又は入

警察から医療機関紹介
要請

1介した件數

1外来又は入

受けた件数,゜よ

:介した件数

保健所から医療機関紹
介要請

:外来又は入

受けた件数,゜よ

:介した件数

精神障害者本人からの
問い合わせ

:外来又は入

受けた件数,口よ

:介した件数

家族等からの問い合わ
せ

:外来又は入

受けた件数,゜よ'

:介した件數

その他

}外来又は入

受けた件數'口よ

1介した件数

別紙様式6

精神保健福祉法に
基づく移送先調整の
依頼

)にて、(都道府県等の担当課)へ提出願います。(ex.8月分の報告であれぱ、4~7月分のデータも記入し

:移送先の医
受けた件数'療機関を紹

:介した件数

1



精神科救急医療体制の現状

精神科救急医療体制に
関する課題

首 目

課題に係る当該年度での
対応状況

連絡調整委員会運営事業年ま&(______^)

対応状況等に対する評価

*各都道府県・指定都市における精神科救急医療体制の現状を記入して下さい。

*各都道府県・指定都市における精神科救急医療体制に係る課題を記入して下さい。

*課題に対する対応状況を記入して下さい。

*連絡調整委員会において、課題に対する対応の評価を行い、評価結果を記入して下さい。

*年報として厚生労働省精神・障害保健課へ提出願います。

別紙様式7




